
香川県内企業の事業承継に関する実態調査結果概要

1 事業承継の見通しと後継者等について（3,175社）

調 査 目 的： 地域経済を支える県内中小企業の課題を解決していくため、事業承継における

実態把握と支援施策を検討するために実施したもの

調 査 対 象： 年商2,000万円以上50億円以下の香川県内企業 10,850社

調査実施期間： 平成31年１月18日～同年２月８日、令和元年7月１日～同年８月９日

調査回収件数： 3,323件 （回収率：30.6％）

有効回答件数： 3,175件

◆ 全体では、「事業を身内・従業員・第三者に引き継ぎたい」が60％、「自分の代で廃業することもやむをえ
ない」が15％となっている。
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1-1 事業承継の見通しについて

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。
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全体

1 事業を身内・従業員・第三者に引き継ぎたい 2 自分の代で廃業することもやむをえない

3 自分の代で事業を売却したい 4 まだ分からない

（1,155社）

（423社）

（276社）

（47社）

（465社）

（236社）

（144社）

（80社）

（5社）

（110社） （699社）
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（1,901社）（3,175社）

（1,651社）

（783社）

（614社）

1 2 3 4

（令和２年１月 香川県・公益財団法人かがわ産業支援財団）

1-2 後継者又は候補者の有無について
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全体

1 後継者は決まっている（本人承諾あり） 2 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）

3 候補者はいない

（747社）

（296社）

（217社）

（43社）

（151社）

（4社）

（1,043社）

（487社）

（1,180社）

（417社）

（336社）

（347社）

（80社）

（952社）（3,175社）

（1,651社）

（783社）

（614社）

（127社）

（50社）

1 2 3

◆ 全体では、「後継者は決まっている（本人承諾あり）」が30％、「決まっていないが候補者はいる（本人承
諾なし）」が33％となっている。

◆ 経営者が60歳以上では、「後継者は決まっている（本人承諾あり）」が45％、「決まっていないが候補者
はいる（本人承諾なし）」が30％となっている。

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。
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◆ 経営者が60歳以上では、「事業を身内・従業員・第三者に引き継ぎたい」が70％、「自分の代で廃業する
こともやむをえない」が14％となっている。
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◆ 「後継者は決まっている（本人承諾あり）」は、「西讃」が54％と高くなっている一方、「小豆」が34％と低く
なっている。
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21%

23%

32%

26%

35%

25%

西讃

中讃

東讃

高松

小豆

県全体

1 後継者は決まっている（本人承諾あり） 2 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）

3 候補者はいない

（174社）

（454社）

（230社）

（747社）

（26社）

（304社）

（80社）

（212社）

（125社）

（487社）

（24社）

（229社）

（39社）

（137社）

（58社）

（417社）

（27社）

（183社）

（55社）

（105社）

（47社）

（716社）

（77社）

（1,651社）

1 2 3

2 経営者が60歳以上の企業の後継者について（1,651社）

2-1 地域別の状況について

◆ 「候補者はいない」は、「小豆」が35％、「東讃」が32％と高くなっている。

2-2 業種別の状況について

37%

48%

50%

49%

51%

41%

38%

45%

26%

26%

31%

25%

32%

31%

35%

30%

37%

26%

19%

26%

17%

28%

27%

25%

その他

建設業

製造業

卸売・小売業，飲食店

不動産業

運輸・通信業

サービス業

全業種

1 後継者は決まっている（本人承諾あり） 2 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）
3 候補者はいない

（747社） （487社） （417社）

（81社）

（65社）

（453社）

（248社）

（323社）

（54社）

（427社）

（1,651社）

（163社） （150社） （114社）

（33社） （25社） （23社）

（33社） （21社） （11社）

（221社） （112社） （120社）

（124社） （76社） （48社）

（153社） （85社） （85社）

（20社） （18社） （16社）

1 2 3

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。

※香川郡直島町は「高松」地域としています。
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41%

52%

45%

45%

24%

33%

42%

30%

35%

15%

13%

25%

2千万～1億未満

1億円～5億円未満

5億円～

全体

1 後継者は決まっている（本人承諾あり） 2 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）

3 候補者はいない

（228社）

（558社）

（102社） （96社） （30社）

（292社） （185社） （81社）

（353社） （206社） （306社）

（1,651社）
（747社） （487社） （417社）

（865社）

1億円～5億円未満

1 2 3

46%

45%

43%

45%

27%

40%

44%

30%

27%

15%

13%

25%

0～20人

21～50人

51人～

全体

1 後継者は決まっている（本人承諾あり） 2 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）
3 候補者はいない

（82社）

（164社）

（1,405社）

（35社） （36社） （11社）

（74社） （65社） （25社）

（638社） （386社） （381社）

（1,651社） （747社） （487社） （417社）

1 2 3

2-3 経営規模別の状況について

2-4 経営者との関係について（複数回答）

14 

56 

86 

51 

610 

社外の第三者

親族以外の従業員

実子・配偶者以外の親族

配偶者

実子

【後継者】

123 

269 

160 

87 

592 

社外の第三者

親族以外の従業員

実子・配偶者以外の親族

配偶者

実子

【候補者】

【従業員数別】

【年商別】

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。

◆ 「候補者はいない」は、年商別の「2千万円～1億円未満」では35％、従業員数別の「0～20人」では27％
と経営規模が小さい企業において高くなっている。

2千万円～1億円未満
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3-2 事業承継の準備状況について

3 経営者が60歳以上の「事業を身内・従業員・第三者に引き継ぎたい」と
回答した企業について（1,155社）

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。

※端数処理（四捨五入）の関係で合計が一致しないことがあります。

【 後継者は決まっている（本人承諾あり）（717社） 】

【 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）（368社） 】

2% 30% 27% 22% 17% 2%

1 十分にしている 2 ある程度している

3 準備に着手したところである 4 全くしていない

5 現時点で準備をする必要性を感じていない 6 無回答

（9社） （108社） （99社） （82社） （61社）

1 2 3 4 5

◆ 「後継者は決まっている（本人承諾あり）」の企業（717社）では、「十分にしている」９％、「ある程度してい
る」46％、「準備に着手したところである」29％をあわせると8割を超えているのに対し、「決まっていないが
候補者はいる（本人承諾なし）」の企業では、「十分にしている」２％「ある程度している」30％、「準備に着
手したところである」27％をあわせても６割に満たず、事業承継の準備状況に差が出ている。

（11社）

（9社）

3-1 後継者又は候補者の有無について

62% 32% 6%

1 後継者は決まっている（本人承諾あり） 2 決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）

3 候補者はいない

（717社） （70社）（368社）

1 2 3

◆ 経営者が60歳以上の企業（1,651社）のうち、「事業を身内・従業員・第三者に引き継ぎたい」と回答した企
業（1,155社）に限定して、後継者又は候補者の有無について見ると、「後継者は決まっている（本人承諾
あり）」が62％（717社）、「決まっていないが候補者はいる（本人承諾なし）」が32％（368社）となっている。

6

6

9% 46% 29% 8% 7% 1%

1 十分にしている 2 ある程度している

3 準備に着手したところである 4 全くしていない

5 現時点で準備をする必要性を感じていない 6 無回答

（68社） （330社） （54社） （47社）

1 2 3 4 5

（207社）



4 経営者が60歳以上の「自分の代で廃業することもやむをえない」と回答
した企業について（236社）

5

4-1 廃業を検討する理由について（複数回答）

16

1

8

25

27

36

42

55

79

115

129

その他

取引先の海外移転

取引先の倒産

資金繰りの悪化

人手不足

経営意欲の減退

従業員の高齢化・退職

収益性の低下

売上・受注額の減少

経営者の高齢化・健康問題

事業承継の問題（後継者がいない等）

72

203

28

82

108

126

160

162

190

194

198

263

324

374

440

497

499

事業承継における「課題」は特にない

その他

事業の売却方法や売却先の選定

自社株式の株主分散

事業承継に取り組む余力がない

自社にとって何が課題なのかがわからない

経営者の退職に備えた役員退職金規定の整備や引当金の準備

何から着手すればいいのかわからない

経営者の個人保証に対する金融機関との折衝

贈与税・相続税の負担、資金調達

後継者として本人や関係者から承諾を得ること

自社株式や事業用資産の評価や贈与・相続による最適な移転方法

後継者と取引先の関係構築

専門的な知識が不足している

後継者を補佐する幹部や社内体制の構築

後継者の育成

後継者への事業・技術・ノウハウの引き継ぎ

3-3 経営者が認識している課題について（複数回答）

◆ 経営者が認識している課題については、「後継者への事業・技術・ノウハウの引き継ぎ」「後継者の育成」など
の後継者に関する事項が多くなっている。

◆ 廃業を検討する理由については、「事業承継の問題（後継者がいない等）」「経営者の高齢化・健康問題」との
回答が多くなっている。

この調査は、公益財団法人かがわ産業支援財団が、中小企業庁委託事業（プッシュ型事業承継支援高度化事業）
の財源を活用し、株式会社帝国データバンクに委託して実施したものです。


